
（平成２５年１０月３０日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認中国地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

厚生年金関係 6 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 4 件



中国（山口）厚生年金 事案 2933 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 52年 11月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を８万 6,000円とする

ことが必要である。 

 なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 32年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 52年 10月１日から同年 11月１日まで 

私は、Ａ社に入社し、途中から同社の関連会社であるＢ社に異動したが、

勤務場所も業務内容も変わることなく継続して勤務していた。 

しかし、申立期間が厚生年金保険に未加入となっているので、調査の上、

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚の供述及び申立人と同じ時期に、Ａ社からＢ社に異動している同

僚の給与支払明細書から判断すると、申立人は、申立期間において同社に勤務

し（昭和 52 年 10 月１日にＡ社からＢ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。    

 なお、オンライン記録によると、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所となった

のは、昭和 52年 11月１日であることから、同社が適用事業所となるまでの期

間は、Ａ社において厚生年金保険が適用されるべきであったと考えられる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 52

年９月の社会保険事務所（当時）の記録から、８万 6,000円とすることが妥当

である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は不明としているが、申立人のＡ社における厚生年金保

険被保険者資格の喪失日が雇用保険の被保険者記録における離職日の翌日で

  

  



ある昭和 52年 10月１日となっており、社会保険事務所及び公共職業安定所の

双方が誤って同じ資格喪失日等を記録したとは考え難いことから、事業主が同

日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年

10 月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人の申立期間に係る保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 



中国（島根）厚生年金 事案 2936 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪

失日に係る記録を昭和 52 年 12 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

11万円とすることが必要である。 

  なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和７年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 52年 11月 30日から同年 12月１日まで 

私は、昭和 52年 12月１日にＡ社からＣ社に異動し、申立期間も継続して

勤務していたにもかかわらず、申立期間が厚生年金保険に未加入となってい

るので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、Ｂ社及びＣ社から提出された賃金台帳並びに両社の回

答から判断すると、申立人は、申立期間において、Ａ社に勤務し（昭和 52 年

12月１日にＡ社からＣ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、上記賃金台帳における昭和 52

年 11月の厚生年金保険料控除額の記録から、11万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、申立人の資格喪失日について社会保険事務所（当時）に誤って

届け出たことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る昭和

52年 11月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納

入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は

保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人の申立期間に係る保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



中国（岡山）厚生年金 事案 2937 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪

失日に係る記録を昭和 46 年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３

万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 23年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 46年５月 31日から同年６月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無

いが、継続して勤務していたので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の雇用保険の加入記録及びＢ社の回答から判断すると、申立人は、Ａ

社に継続して勤務し（昭和 46年６月１日に同社本社から同社Ｃ事業所に異動）、

申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 46

年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万 6,000円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和 46 年６月１日と

届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年５月 31 日と誤って記

録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その

結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年５月の保険料について納入の告知

を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付

されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主

は申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



中国（岡山）厚生年金 事案 2938 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪

失日に係る記録を昭和 46 年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３

万 9,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 17年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 46年５月 31日から同年６月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無

いが、継続して勤務していたので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の雇用保険の加入記録及びＢ社の回答から判断すると、申立人は、Ａ

社に継続して勤務し（昭和 46年６月１日に同社本社から同社Ｃ事業所に異動）、

申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 46

年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万 9,000円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和 46 年６月１日と

届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年５月 31 日と誤って記

録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その

結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年５月の保険料について納入の告知

を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付

されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主

は申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



中国（島根）厚生年金 事案 2939 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の船舶所有者Ａ氏における船員保険被保険者資格取得日は昭和 29 年

７月１日、資格喪失日は同年８月 17 日であると認められることから、申立人

に係る船員保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正すること

が必要である。 

なお、当該期間に係る標準報酬月額については、8,000円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

    

    

    

               

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： ① 昭和 29年５月から同年 10月まで 

           ② 昭和 32年４月から 33年４月まで 

  申立期間①については、Ｂ社のＣ丸に乗船勤務した。健康保険証を受け取

った記憶があるので、船員保険にも加入していたはずであり、記録を訂正し

てほしい。 

  申立期間②については、Ｄ社に製品の配達員として勤務した。健康保険証

を受け取った記憶があるので、厚生年金保険にも加入していたはずであり、

記録を訂正してほしい。 

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人が乗船していたとするＣ丸を所有するＡ氏は、

申立期間①において、船員保険の適用船舶所有者であったことが確認できる

上、船舶所有者Ａ氏に係る船員保険被保険者名簿において、申立期間①に被

保険者記録が確認できる同僚の一人は、「申立人の勤務期間は不明だが、申

立人がＣ丸に乗船していたことは覚えている。」と供述しているとともに、

申立人の勤務内容等に関する供述が具体的で、船舶所有者Ａ氏に係る船員保

険被保険者名簿において申立期間①に被保険者記録が確認できる複数の同

僚の供述とほぼ一致することから、勤務期間は特定できないものの、申立人

が、申立期間①当時、Ｃ丸に乗船勤務していたことが推認できる。 

また、船舶所有者Ａ氏に係る船員保険被保険者名簿には、申立人の旧姓と



同姓で、名前及び生年月日の一部が相違し、基礎年金番号に統合されていな

い船員保険被保険者記録（資格取得日は昭和 29 年７月１日、資格喪失日は

同年８月 17日）が確認できる上、申立人を記憶している上記の同僚は、「自

分が乗船していた期間に、申立人と同姓の人は、申立人以外知らない。」と

供述している。 

これらを総合的に判断すると、上記の未統合記録は申立人の記録であり、

事業主は、申立人が昭和 29年７月１日に船員保険の被保険者資格を取得し、

同年８月 17 日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に行

ったと認められる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、上記の被保険者記録から、

8,000円とすることが妥当である。 

一方、申立期間①のうち、昭和 29 年５月から同年７月１日までの期間及

び同年８月 17日から同年 10月までの期間については、Ｃ丸の船舶所有者で

あるＡ氏は既に死亡しており、当該期間当時に船舶所有者Ａ氏において船員

保険被保険者の記録がある複数の同僚に照会したが、申立人の当該期間に係

る船員保険料の控除について確認できる供述は得られなかった。 

このほか、申立人は、申立期間①の船員保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、ほか

に申立人が申立期間①のうち、昭和 29 年５月から同年７月１日までの期間

及び同年８月17日から同年10月までの期間の保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情も見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として申立期間①のうち、昭和 29 年５月から同

年７月１日までの期間及び同年８月17日から同年10月までの期間の船員保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

２ 申立期間②について、Ｄ社において厚生年金保険の被保険者記録がある同

僚の供述から、勤務時期の特定はできないものの、申立人が当時、同社に勤

務していたことがうかがえる。 

しかしながら、Ｄ社は、申立期間②当時の資料が残っておらず、当時の状

況は不明であると回答している上、申立期間②当時、同社において厚生年金

保険の被保険者記録がある複数の同僚に照会したが、上記の同僚以外は申立

人を覚えていないことから、申立人の申立期間②における勤務実態及び厚生

年金保険料の控除等について確認することができない。 

また、申立人が名前を挙げた同僚のうち一人については、Ｄ社における厚

生年金保険の加入記録が確認できない。 

さらに、Ｄ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立期間②にお

いて健康保険の整理番号に欠番は無く、申立人の名前も見当たらない。 



このほか、申立人は、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、

ほかに保険料が控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情

も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間②の厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



中国（岡山）厚生年金 事案 2940 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 46 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 6,000 円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 46年３月 31日から同年４月１日まで 

私は、昭和 46 年４月１日にＡ社から同社の関連会社であるＢ社に転籍し

たが、申立期間の厚生年金保険の記録が無い。同じ場所で継続して勤務して

いたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の申立期間当時における取締役の証言から判断すると、申立人は、同社

及び同社の関連会社であるＢ社に継続して勤務し（昭和 46 年４月１日にＡ社

からＢ社に異動）、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

  また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 46

年２月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万 6,000円とすることが妥当

である。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、確認できる資料等は無いものの、保険料を納付したと思うと回

答しているが、事業主が資格喪失日を昭和 46 年４月１日と届け出たにもかか

わらず、社会保険事務所がこれを同年３月 31 日と誤って記録するとは考え難

いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務

所は、申立人に係る同年３月の保険料について納入の告知を行っておらず（社

会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に

 

 



充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人の申立期

間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                    

中国（山口）国民年金 事案 1473 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46 年４月から 51 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 23年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 46年４月から 51年 12月まで 

私は、夫の国民年金保険料を納付するためにＡ市役所に行った際に、職

員から、「今、国民年金に加入すると、大学卒業時に遡って保険料を納付

できる特例があるので、加入したほうが良い。」と勧誘され、時期は覚え

ていないが、後日、国民年金に加入した。 

未納期間の国民年金保険料を一括で納付することは大変だったので、分

割で納付できるよう依頼し、送られてきた納付書により分割で納付したの

に、申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿における

申立人の前後の任意加入被保険者の資格取得日及び申立人に係る国民年金被

保険者台帳に記載された手帳交付年月日から、昭和 54 年４月頃に払い出され

たものと推認され、申立人は、この頃に加入手続を行い、大学を卒業した翌

月の 46 年４月に遡って国民年金の被保険者資格を取得したとみられるところ、

当該加入手続が行われた時期は、国民年金保険料の第３回特例納付の実施期

間中であり、申立期間の国民年金保険料は、特例納付により納付することが

可能であった。 

しかしながら、申立人は、申立期間の国民年金保険料を２回又は３回に分

割して納付し、１回目の納付額は３万円くらいだったと記憶しているが、そ

の金額は、申立期間の国民年金保険料を特例納付する場合の金額と大きく
か い り

乖離 している。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料をＡ市役所で納付したと記憶

  



                    

しているが、特例納付保険料はＡ市役所では納付することができず、申立人

の記憶は明確でない。 

さらに、申立人に係る国民年金被保険者台帳を見ると、申立期間は国民年

金保険料を納付した記録となっていないほか、加入手続を行った時点（昭和

54 年４月頃）で過年度保険料として納付可能であった昭和 52 年１月から 53

年３月までの保険料のうち、52 年１月から同年３月までの保険料を 54 年４

月に、52 年４月から 53 年３月までの保険料を 54 年７月に納付していること

が確認できることから、申立人は、当該過年度保険料の納付の記憶と混同し

ている可能性も考えられる。 

加えて、オンライン記録による氏名検索を行っても、申立人に別の国民年

金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立人が申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

  



                    

中国（岡山）国民年金 事案 1474 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から 37 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： 昭和 36年４月から 37年３月まで 

 私は、国民年金の加入手続をした時期は覚えていないが、居住していた

地区の婦人会の人に勧められて国民年金に加入し、婦人会の集金人にその

月の保険料と申立期間の保険料を１月分ずつ毎月一緒に納付していたにも

かかわらず、申立期間が未納とされていることに納得できない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿における

申立人の前後の被保険者の資格取得日等から、昭和 39 年９月から同年 10 月

頃に払い出されたものと推認でき、この時期に加入手続が行われ、国民年金

が始まった 36 年４月に遡って被保険者資格を取得したものとみられるところ、

当該加入手続時点では、申立期間の国民年金保険料は既に時効により納付す

ることができない。 

また、申立人は、生まれてから現在まで継続してＡ市に居住しており、同

市が申立人に複数の国民年金手帳記号番号を払い出すことは考え難い上、国

民年金手帳記号番号払出簿検索システム及びオンライン記録による氏名検索

を行っても、申立人に別の手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない。 

さらに、Ａ市が保管する申立人に係る国民年金被保険者名簿及び申立人に

係る国民年金被保険者台帳のいずれにおいても、申立期間の国民年金保険料

の納付は記録されておらず、これはオンライン記録と一致している。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の国民年金保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

  



                    

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

  



中国（広島）厚生年金 事案 2934（広島厚生年金事案 211及び 1859の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 33年１月 16日から 34年２月まで 

  私は、昭和 32年４月にＡ社（現在は、Ｂ社）に入社し、34年２月頃に退

職した。 

退職の際、事業主が、厚生年金保険の被保険者資格を遡って昭和 33 年１

月 16日付けで喪失したことにしたのではないかと思う。 

今回、申立期間において、私がＡ社に勤務していたと陳述する同僚の上申

書を提出するので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

当初の申立てについては、ⅰ）Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿

には、申立人が昭和 32 年４月１日に被保険者資格を取得し、33 年１月 16 日

に同資格を喪失したことが記録され、同年１月 18 日に健康保険被保険者証を

返納したことを示す記載がある上、同社から提出された当時の厚生年金保険資

格喪失届によると、申立人及び他の一人について、同年１月 16 日に資格喪失

した旨の届出が同月 17 日付けで社会保険事務所（当時）に提出され、社会保

険事務所では、同年２月１日に資格喪失の確認決定を行っていることが確認で

き、いずれの記録にも不自然な点は見られず、申立人が主張する「遡って資格

喪失をした」形跡は見当たらないこと、ⅱ）申立人が半年間修行に行っていた

とするＣ社とＡ社は取引関係にあったことは確認できたが、両社の事業主とも

既に死亡していることから、申立期間当時の申立人の雇用関係、給与支払等に

ついて事実関係を確認することができないとして、既に年金記録確認広島地方

第三者委員会（当時。以下「広島委員会」という。）の決定に基づき、平成 20

年９月５日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

前回の申立てについては、申立人は、Ａ社における同僚及び隣接する別会社



に勤務していたとする知人二人の名前を挙げたところ、ⅰ）これら同僚等から、

当時の申立人の雇用関係等について具体的に確認することができないこと、

ⅱ）Ｂ社では、「申立期間当時の人事記録、帳簿類は残っていないが、申立人

が勤務した期間は、昭和 32年４月１日から 33年 1 月 15日までである。」と回

答しており、申立人の記憶する同僚に係る健康保険厚生年金保険被保険者資格

取得届を確認しても、申立人に係る届出と同様、不自然な点は見受けられない

ことなどから、既に広島委員会の決定に基づき、平成 23年２月 10日付けで年

金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回の再申立てに当たり、申立人は、申立期間において、申立人がＡ社に勤

務していたと陳述した同僚の上申書を提出しており、当該上申書の記述及び当

該同僚からの補足聴取結果を加えて、再検討したが、申立期間当時における申

立人とＡ社との雇用関係及び給与支払等について、事実関係を確認することは

できない。 

また、申立期間当時、Ａ社及びＣ社において厚生年金保険の加入記録のある

同僚等に改めて照会したが、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除を

うかがわせる供述は得られない。 

このほか、広島委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらな

いことから、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



中国（岡山）厚生年金 事案 2935 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

また、申立人は、申立期間②について、厚生年金保険被保険者として厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

  

  

  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立  期 間 ： ① 昭和 47年６月１日から 49年９月８日まで 

② 昭和 49年９月８日から 50年８月１日まで 

私は、昭和 47年６月から 50年７月までＡ社に勤務した。このうち、申立

期間①について、厚生年金保険の加入記録はあるが、当該期間の標準報酬月

額が、実際に支給されていた給与額より低くなっている。また、申立期間②

について、厚生年金保険の加入記録が無いので、調査の上、記録を訂正して

ほしい。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立期間①について、申立人は、当該期間の標準報酬月額が、Ａ社から実

際に支給されていた給与額より低くなっていると主張している。 

しかしながら、Ａ社は既に廃業し、申立期間当時の事業主は死亡しており、

同社の清算人からは回答が得られない上、申立人は、給与明細書等を所持し

ていないことから、申立人の申立期間①における報酬月額及び厚生年金保険

料控除額について確認することができない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下「被保険者原

票」という。）を確認したところ、申立期間①当時、同社において、申立人

と同じ職種であったとみられる複数の同僚の標準報酬月額に比べて、申立人

の標準報酬月額のみが低額であるという事情は見当たらない。 

さらに、Ａ社に係る申立人の被保険者原票に記載されている標準報酬月額

は、オンライン記録と一致している上、標準報酬月額が遡及して引き下げら

れているなどの不自然な点は認められない。 



このほか、申立期間①について、申立人がその主張する標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料を給与から控除されていたことをうかがわせる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間①について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

２ 申立期間②について、申立人は、Ａ社から支給された給与額が記載されて

いるとして、当時の現金出納を記録したノートを提出している。 

しかしながら、当該ノートには、昭和 49 年 10 月から 51 年１月までの期

間と推認される現金出納が記録されているが、49 年 10 月から 50 年１月ま

での期間については、給与が支給されていることを示す記載が無い上、同年

２月から同年７月までの期間については、記載された給与額はいずれも端数

が無いものであり、厚生年金保険料を含む社会保険料等を引き去りされてい

たものであるとは考え難いことから、当該ノートにおける給与額の記載から、

申立人のＡ社における勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認す

ることはできない。 

また、Ａ社に係る申立人の被保険者原票には、被保険者資格の喪失日が昭

和 49 年９月８日と記載されており、当該記録はオンライン記録と一致して

いる上、申立人の雇用保険の離職日に係る記録とも一致している。 

さらに、当該被保険者原票における療養給付欄の健康保険継続療養証明書

の記録からも、申立人が、申立期間②において、厚生年金保険被保険者資格

を喪失していたことが確認できる。 

このほか、申立人が申立期間②において厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



中国（鳥取）厚生年金 事案 2941（鳥取厚生年金事案 553の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 大正 13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 昭和 29年４月から 35年４月まで 

          ② 昭和 35年４月から同年７月１日まで 

申立期間①については、Ａ法人にＢ職として勤務し、また、申立期間②に

ついては、Ｃ社にＤ職として勤務した。前回、申立期間①及び②について申

し立てたが、第三者委員会から、記録の訂正は認められないとの通知があっ

た。 

前回の第三者委員会の結論は、申立期間①については、同僚一人の供述だ

けから判断されたものと思われるので、納得できない。今回、裏面に日付等

が記載された写真を新たに提出するので、もう一度、調査してほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①に係る申立てについては、ⅰ）申立てに係る事業所の承継事業所

が保管する履歴カードにより、申立人が申立てに係る事業所に昭和 29 年５月

26日から 32年１月１日までは勤務していたことが確認できるものの、承継事

業所は、「申立人に関する資料は当該カードのみであり、申立期間当時の勤務

状況や給与形態については不明である。」としており、厚生年金保険料の控除

について確認できないこと、ⅱ）申立人が所持する写真により確認できる上司

及び同僚について、申立てに係る事業所での厚生年金保険の被保険者記録が確

認できない上、同僚の一人は、「給与は歩合給で、勤務時間の拘束も無く、給

与から社会保険料の控除が無かった。」と供述していること、ⅲ）申立てに係

る事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人の氏名は無く、整理番

号に欠番が見当たらないことなどから、また、申立期間②に係る申立てについ

ては、ⅰ）申立てに係る事業所で厚生年金保険の被保険者記録が確認できる同

僚 13 人のうち、照会に回答のあった９人全員が申立人を記憶していないこと



から、申立人の勤務状況等を確認することができないこと、ⅱ）申立てに係る

事業所の承継事業所は、「申立人の在籍を確認できる資料は、既に廃棄してい

る。」と回答している上、当時の事業主及び事務担当者は既に死亡しているこ

とから、申立人の勤務状況及び厚生年金保険料の控除について確認することが

できないこと、ⅲ）申立てに係る事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿

に申立人の氏名は無く、整理番号に欠番が見当たらないことなどから、既に年

金記録確認鳥取地方第三者委員会（当時。以下「鳥取委員会」という。）の決

定に基づき、平成 24年７月 11日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通

知が行われている。 

今回の再申立てに当たり、申立人は、申立期間①について、同僚一人の供述

のみで判断されたと思われると主張しているが、上述したとおり、同僚一人の

供述のみで判断したものではない。 

また、申立人は、申立期間①について、新たに裏面に日付等が記載された写

真を提出しているが、当該写真から、申立人の当該期間における申立てに係る

事業所への勤務及び厚生年金保険料の控除について確認することはできない。 

このほか、申立人から新たな資料は提出されておらず、申立期間①及び②に

ついて、鳥取委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらないこと

から、申立人が、厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



中国（広島）厚生年金 事案 2942 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 50年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 平成 14年１月から 15年１月まで 

私がＡ社に勤務していた期間のうち、申立期間の標準報酬月額の記録が、

実際の給与支給額より低くなっている。雇用保険受給資格者証の離職時賃金

日額から、当時、月額 22 万円程度の給与が支給されていたことが確認でき

るので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された雇用保険受給資格者証に記載された離職時賃金日額

により、申立人の離職（平成 15 年２月 15 日）前６か月間の平均給与月額は、

21万円から 22万円であったことが推認できる。 

しかしながら、Ａ社は、平成 17 年６月に厚生年金保険の適用事業所ではな

くなっている上、当時の代表取締役は、申立期間の賃金台帳等の資料を保管し

ておらず、申立人の給与から控除していた厚生年金保険料額は不明であると回

答していることから、申立人の申立期間における給与支給額及び厚生年金保険

料控除額を確認することができない。 

また、オンライン記録において、申立期間の標準報酬月額が遡及して訂正さ

れるなどの不自然な点は見当たらない。 

このほか、申立人は、申立期間の厚生年金保険料控除額を確認できる給与明

細書等の資料を所持しておらず、ほかに申立期間において申立人が主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる関

連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 




